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書評
現代H本の農業問題と農業政策
ー東井正美教授の近業
「日本の農業政策」を読む―
（大阪市立大学教授）
硲 正
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日本の農業と農政は今日大きな試練の前にたっている。外からはいわゆる日本経済の高
度成長と貿易自由化のはげしい風潮の強い作用にさらされ，いかにこれに対応すべきかの
問題に奔命忙殺されると同時に，内にあっては明治以降伝統的に継承してきた過小農経営
方法から仲々に脱却することができない。構造的にたちおくれた，弱い体質の生産方法を
改善しながら，きびしい環境条件の変動にたちむかわねばならぬという，いわば二正面作
戦的な，困難な課題を．，いまのわが農業と農政は背おわされている。
こC.10年間の日本経済の発展は，食料農産物への需要量を増大し，かつその消費内容を
多様化した。米麦だけでなく，青果物や畜産物への消費需要の拡大がいちじるしい。これ
に関連して農業の商業化が促進された。階層分解も進展し，一部に，少数ではあるが， 「
高農業所得農家」ないし「大規模腹家」が形成せられ，農業生産力の増進に貢献した。だ
が半面では経済の発展は，農業から土地と労働力を年々大量に奪いさる。耕地は造成と壊
廃を差引いて， 1959年をヒ゜ークに，以後連年減少している。非農業目的への転用面積がこ
の頃から急に増加したからである。さらに顕著なのは労働力の流出，減少である。 「中間
農業センサス」が示すように， 1960~65年の5ヵ年間に，農業人口は302万9,000人，農家
人口は443万2,000人，それぞれ減少している。離村離農，在宅兼業化，ないし出稼ぎと形
態差はあるにしても，ここ数年間に，経営主，あとつぎなど基幹要員をもふくめて，優秀
な若年労働力が多数農業外へ流出したことは，農地の壊廃とならんで，農業生産力の阻止
要因として作用したことを否定することができない。その結果たとえば米の生産量は62年
の1,300万9,000トンを最高として，以後年々減少しており，麦類の減少率はことに高くな
っている。食料需要は増大するのに生産量は減少する。不足分は輸入に依存するのほかは
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ない。開放体制への移行にも促されて，食料輸入は60年の8億ドルから最近では20億ドル
近くにまで増加した。かくて食料の自給率は8割の線を割ろうとしている。この事態にど
う対処するかが農政の大きな課題の一つになっている。
農業生産力の個々の担当主体は依然として小農経営である。かつて過剰人口に悩んだ農
村は，労働力の一部を他産業へ排出することによって，農地を集積し，経営規模を拡大
し，近代化をはかろうというのが農政当局の構想であり，筋書であった。農業基本法が離
農の促進をかかげたのは，これによって比較的に大きな規模の自立経営を造成，強化し，
あわせて協業化を推進せんがためであった。たしかに農業技術の進歩，農業投融資の増大
などにより生産性も或る程度向上したとはいえ，現実はかならずしも筋書どおりには運ば
ず， 「甚調として農業対非農業間の格差が是正される傾向にあるとはいいがたい状況であ
る。」 (40年度農業の動向に関する年次報告161頁）それはエ商業部面における資本制経営
の急速な発展の中にあって，農業では依然として家族労作的な小経営様式が支配的であ
り， たかだか一部においてその再編強化がおしすすめられているにすぎないからであろ
う。
まことに農業問題は，経済学の数多い研究分野の中にあっても，もっとも取扱い困難な
領域の一つであるように私は思う。経済学の原理は，純粋に展開せられた資本制経済モデ
ルを想定する，いわば理想型装置の内部でかんがえられ，定律化される。ここで得られた
原理，法則を用具として，歴史的具体的な，複雑な経済現象が分析せられ，その成果がま
た逆に理論をより精密化し，充実するに役立つ。したがっセより典型的に資本主義化のお
こなわれている，特定の国，または部門領域の分折，究明は比較的に容易である。しかる
に歴史的現実的に資本主義化の未成熟な，或いは前資本主義的な要素を多く残存する国や
部門領域の解明にあたっては，抽象的な既成理論をそのまま適用することができない。そ
の出発において世界史的にはるかにおくれて近代化の道程に入った（ロストウによれば，
離陸，産業革命は，イギリス1783ー 1802,フランス1830-60,アメリカ1843-60, ドイツ
1850ー 73年にたいし日本は1878-1900年）後進資本主義国たる日本では，諸部門間の跛行
性がいちじるしく，今日の段階においても進んだ部門と後れた部門との対照的較差が，ぃ
わゆる経済の二重構造として定着せしめられている。これはわが経済各分野に多少ともみ
られるが，農業はとくにそのおくれた部面を代表している。近年殊に農地改革以後その近
代化ー一たとえば商業化や階層分解ーーが大いにすすんだとはいぇ，農業の跛行的後進性
と構造的たちおくれとは，この部面にたいして経済学の理論をいきなり適用するという安
易さを拒否している。しかもさらに厄介なことには，農業問題をきりはなして特別扱いす
るのでなく，日本経済の総過程の中の部分現象として統一的，関連的に考察しなければな
らない事情がますます強化している。理論と政策のいずれについてもそうである。たとえ
ば米価の決定，形成を理論的に説明するだけでは十分でない。米価が一部からは高いとい
われ，他の人々からは安すぎるといわれる根拠をも明らかにしなければならない。
かかる意味から，悶業経済と政策との研究にたずさわるものは，単に経済学の抽象理論
への理解だけでなく，対象としての農業現象の歴史的具体的な吟味，把握を欠くことがで
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きず，農業の内部事情だけでなく，その国民経済のなかでの位骰づけと，両者間の関連過
程にも深い洞察と広い視野をもたねばならぬという，まことに大きな負荷の任をもたされ
ている。過去のわが学会でも論争と混乱がここで最も数多くみられたのも理由のあること
であった。研究の対象領域の歴史的構造的特殊性を無視し，抽象理論を簡単にあてはめて
いきなり結論をだすという素朴な方法 部の学者はこれをやっているが＿はわれわ
れのとらないところである。歴史的，社会的に，そしてまた経済的にみて，近代的な要素
と前近代的な要素とが複雑に錯綜する農業と農政の現状を科学的に分析して，それを規律
する法則性をみいだすことは，きわめて困難な課題であるが，われわれはこれを回避する
ことができない。
東井正美教授の近業「日本の農業政策」は，このような背景と自覚のうえにたって，ぃ
まの日本が当面している複雑な農業政策を経済学的に分析，整理して，その成立，推移の
必然性と論理的骨格を，いわば農政をつらぬく赤い糸を探り，示そうとする真摯な労作で
ある。著者は本書を分って，第1編「分割地所有と地代範疇＿日本の小農の理解のため
に一」と第2編「現代日本の農業政策」となしている。これは今日の農政の本質を見き
わめるためにはその基底をなす農業の経済構造をまず適確に把握しておかなければならな
いという考えからである。そして農業の構造問題を「小農問題」としてとらぇ，その理論
的な拠りどころを「資本論」第3巻第47章資本制地代の発生史，第5節分益経営と農民的
分割地所有にもとめ，これについて「既存の諸学説を批判的に摂取しつつ」著者独自の解
釈をあたえようとしている。
そこでまず第1編からみてゆこう。この篇はさらに「分割地所有とは何か」，「分割地所
有と地代」，「いわゆる名目的地代」の三つの章に分説されている。工業においては資本主
義の発展は，互に関連し，連続するとはいぇ，区分さるべき三つの主要段階をもつ。小商
品生産（小工業とくに農民的工業）， 資本家的マニュファクチュアおよび工場制（大規模
機械工業）がこれである。 (Lenin Collected Works vol. 3. p. 540.)この発展段階を農
業にあてはめると， 「西ドイツ農業が現在はじめてようやくマニュファクチュア段階に達
している」 (3頁）という状況である。わが国の農業は，第1段階たる「小経営」すなわ
ち「小農」である。したがって小農の範疇の検討が出発点となる。
ところが資本主義の発達，すなわち封建制から資本制への移行過程における小経営の意
義と史的役割については，資本論の第1巻と第3巻とで扱われている。第1巻第24章いわ
ゆる本源的蓄積で一般的にこう述ぺられている。 「労働者が自分の生産手段を私有するこ
とは小経営の基礎であり，小経営は社会的生産および労働者自身の自由な個性の発展のた
めの一必要条件である」と。そして第3巻第47章資本制地代の発生史では，自営農民の自
由な所有（小借地農のばあいには自由な占有，耕作権）は小経営のための最も正常的な土
地所有形態であり，人格的自立性の発展のための基礎をなす。それは農業の発展にとって
必要な一通過点であると述べられている。両者の関係は章題名に明らかである。前者は封
建制から資本制への移行という本源的蓄積のなかで，小経営としての小農がはたす役割の
規定である。後者は本源的（封建的）地代形態から資本制地代へ移行する過渡形態の一つ
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としての分割地所有の規定である。著者は後者を「地代論的分析視角」 (5頁）となづけ，
主としてどれに考察を集中している。
封建制生産様式一一封建的土地所有に立脚する封建制地代と，資本制生産様式＿資本
制土地所有を前提する資本制地代の実体と形態がいかなるものであるかは，資本論の読者
には自明なものとして予定されている。問題は分割地所有と小借地農のばあいの「地代の
過渡的性質」をいかに理解するかにある。それは封建的でなく，また資本制的でもなく，
これらから区別されなければならないが，半面では理論的にも歴史的にもこれらにつなが
り，つづいて (connectand continue)いる。そのゆえにこそ正に過渡的なのであるが，
同時にまた理解しにくく，論者間の意見は錯綜し，こまかく分れている。諸家の混乱した
見解を交通整理しながら著者の独自的解釈を積極的に展開するのが第1篇の三つの章の内
容である。本書は幸いに各章首に「課題」と章尾に「結論」をつけているので，読者は著
者の思考の結果を要約的に把握することができる。この短文では全部にふれることができ
ないので，読者が直接読みとられることを期待したいが，若干評者の感想を付記しておき
たい。
分割地農民は小地主であり，小資本家であり，同時にすぐれて労働者である。資本主義
のもとでは分化，独立しておるぺき三階級を一身に具現している。彼は賃金相当部分さえ
得られれば，平均利潤や地代がなくても再生産を継続する。したがって分割地所有のもと
では，地代発生の必然性はない。この点で剰余価値の唯一にして正常の形態たる封建制地
代とも，剰余価値の分化独立した一つの形態としての，すなわち超過利潤の転形としての
資本制地代とも一ーそれらはいずれも発生の必然性をもっている一一異なるのである。た
だ分割地所有制のもとでは次の二つのばあいにのみ「地代」が生じうる。第1,分割地農
民，独立自営農が， 自分の自由所有地を「土地価格」＿わが農林省用語では自作農の土
地資本とよんでいる一ーとみなし，これに利子ー一わが国では土地資本利子という一支
払を要求するばあいである。農民が自分の土地を他人からの賃借地であるというふうに観
念的に類推，擬制するのである。農民が現実に土地価格を支払って土地を買いとったばあ
いには，この評価と要求は現実的なものとなる。その代金を第三者（たとえば抵当銀行）
から借入れたときには，抵当権者にたいして，いわゆる土地資本利子を実際に支払わなけ
ればならないからである。これが分割地所有のもとに生じうる地代，すなわち過渡的地代
である。第2,分割地経営が賃借地でいとなまれる小借地農のばあいには，当然のことな
がら，地主に借地料を支払わなければならぬ。これいわゆる名目地代に外ならない。分割
地所有制のもとに生じるこれら二つの地代の源泉と性格を解明し，規定するのが，本書第
1篇の中心課題である
土地価格，いわゆる土地資本一ーマルクスの土地資本は別概念＿は，地代を利子率で
除して，資本換算したものである。資本制のもとでは，地代が質量ともにはっきり確定し
ているから，その資本化は簡単である。分割地所有制のもとでは，もとになる地代がはっ
きりせず，むしろ土地価格のほうが先行するから，地代はあとから模索され，類推される
のほかはない。まず土地価格，および土地価格に支払われる利子が現実的なものとなる。
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土地価格および利子として「地代」が先取りされる。そこで一体もとになる「地代」とは
いかなるものか。それは土地生産物の市場価格のなかから支払われる。内容的にいえば，
優等地においては差額地代であるが一一絶対地代はなし一ー一般的には農民の剰余労働の
一部（平均利潤からの一控除分）であり，時には賃金（必要労働）からの一控除分をもふ
くみうる。ここで注意すぺきは，土地価格すなわち土地購買のための貨幣資本の支出は，
農業の現実的資本投下ではないということである。反って農民が自由に処理しうる現実資
本をそれだけ削減することになる。農産物価格との関連に即していえば，，土地価格の利
子，すなわち分割地地代は，生産農民にとっては支払わざるをえない費用であるから，費
用価格の一構成要素をなすが，生産物の価格形成のなかへは規定的，積極的に入りこまな
い。このような「地代」の矛盾した性質は資本制地代にはみられないところであって，ま
さに分割地「地代」の注目すべき特微の一つである。ここにも一つの過渡性がある。
小借地農の支払う「名目地代」も，本質は上記と同様であって，平均利潤の一部および
賃金の一部から支払われなければならないのである。異るところは，前者は，生産者とし
ての農民が地主としての自分自身に支払うと擬制するか．また抵当権者にたいする利子支
払いという間接形態をとるのに反して，後者は農民が地主へ現実に支払う借地料であるこ
とがはっきりしていることである。地代の過渡性という点では共通している。
本書はこれらの点を，諸家の説を批判しながら詳細に展開している。
第1編は考察対象が抽象的な理論であり，教授の長年にわたる農業経済学研究上の基礎
理論の集約，展開であるだけに， それ自体かなり難解であり． それを正しく読みとるに
は，読者はかなりの辛抱と努力を要したが，一転して第2篇「現代日本の農業政策」は，
われわれがここ数年来見聞してきた日本の農政を，そして現に当面しつつある具体的な問
題をとりあつかっているだけにはるかに親しみやすい。
明治以降一世紀にわたる日本資本主義の生成，発展の過程において，さらに近くは戦後
20年の経済秩序の復興と生産力の速やかな回復，伸長において，わが農業と農民のはたし
てきた役割は大きかった。それは約言すればかれらの勤勉と寡欲，「過度労働と過小消費」
を踏み台ないし槙和こして，工商業の急速にして広範な発達と繁栄がもたらされたのだと
いうことになろう。エ商業の跛行的前進と農業の後進性，停滞性は，資本主義諸国に一般
に共通する傾向であるばかりでなく，後進資本主義国たる日本ではとくに顕著にみられる
現象である。そこで最近の時点にたってみると，農政上無視できない，いくつかの主要な
問題が提起せられ，その解決をせまっている。たとえば，
(1) 農業と非農業との両部面間の経済的接触，交流関係が，量的，質的に拡大，強化せ
られた。接触面としての市場の問題がとみに重要さをくわえてきた。
(2) 国民経済のなかに占める農業の比率が年々低下する傾向にある。農業自身はますま
す商業化し，階層分解もすすんでおり，また技術進歩などによって生産力を高めてきてい
るが，非農業部面の前進がより顕著であったからである。にもかかわらず，農業が国民経
済のなかでもっている役割は，いろいろな意味でむしろ加重している。
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(3) 農業生産の担い手は，依然として家族労作的小経営である。商業化と階層分解のも
とで，一部少数の「大規模農家」が形成せられ，経営内容も改善されつつあるが，それら
も基本的には小経営の枠を脱することができない。圧倒的多数の個々の農家が支配的に小
経営様式をとる今日の農業構造は，小農制である。これを工業などに比較すると，労働生
産性が低く，一人当り農業所得すなわち自家賃金は，他産業の平均賃金以下である。
(4) 農地改革や民主教育の普及は，農民の社会的意識と自覚を高め，都市と均衡する生
活水準を要求せしめ，これを実現するためにはなによりもまず，自分たちの労働力を平均
的水準において評価すべきことを社会にむかってつよく主張せしむるようになった。すな
わち一方では農産物のなかに対象化された自家労働を，農産物価値の価格への実現過程に
おいて，都市勤労者なみに評価実現すべきをつよく要求し（たとえば米価運動），他方で
はそれが容れられなければ労働力をなまのままで他産業へ販売するという方法（たとえば
離幾，被雇用兼業化，ないし出稼ぎなど）をとるようになった。 「低賃金，低米価」とい
う資本側の根づよい伝統的要求とその再編成企図は，農民によって拒否される傾向にあ
る。
このような諸問題を背景にして「現代日本の農業政策」は展開せられ， 1961年の農業基
本法にいちおうの集約をしめしたのであった。農業が，市場のメカニズムを介して，国民
経済のなかに，その一構成部分として，ますます深く，かつ広く編入せられ，位置づけら
れるようになった今日では，農業の諸問題は，とりわけ日本資本主義の全機構との関連に
おいて提起せられ，解決方法をみいださなければならない。そこで第2篇は， 「農業の国
民経済的役割」の理論的，実証的検討をもってはじめられる。 「従来わが国民経済の農業
にたいする要請は，食糧その他農産物の低廉な価格での供給（低米価），安い労働力の供
給（低賃金），国内市場の拡大等であった」 (134頁）が．「経済成長や貿易自由化」など環
境条件の変化は，この要請を一義的に単純に，農民の低所得甘受という犠牲において実現
することを困難ならしむるにいたった。農業所得を年々引きあげ，他産業のそれと均衡化
そうとする要求と，上記の国民経済側の要請と，これら一見相矛盾する二つの要求を同時
に充足するにはどうすればよいか。いかなる方策をもってこの困難な課題にたちむかう
か。農基法はこれにこたえて「経済合理主義」的新農政プランを提示する。小農経営の規
模を拡大し，生産性を向上し，近代的企業化すれば，したがって全体としての農業を産業
化すれば，安いコストで食料を供給して，しかも農業所得を高めうるのではないか。その
ためには，しかし，小農制農業の構造を，体質を，根本的に改変しなくてはならぬ。だか
ら農業の構造改善政策を主軸とする農基法農政は， 「企業主義」，「産業主義」すなわち「
経済合理主義」を主張する f総資本」の政策に外ならない。著者は若干の留保つきで「新
農政における一応の農村保誰政策の後退，経済合理主義の台頭は，わが農政史上一応従来
の農政の基本姿勢である小農保護政策から農業における資本主義発展の肖定への驚異的転
換を意味するという点で正に画期的出来事といえよう」 (161頁）と，その進歩性を評価し
ている。、
だが農基法農政は，小農制に固有の，伝統的諸問題を，筋書どおりに解決しえたであろ
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うか。またうるであろうか。政策立案者の意図と政策そのものの進行，命運とはかならず
しも一致しない。後者は前者に反してしばしし独自の経過をたどる。これを内容にたちい
って検討するのが第3章の課題である。卒直にいって過去数年間の農政は，相当額の財政
投融資と関係者の努力とにもかかわらず，旧来からの農業構造の基本をなしてきた小塁制
のかたい枠を打破することができず，たかだか新しい環境条件に適応するその再編強化を
もたらすことにおわっているようにみえる。 「低米価，低賃金」の新装改訂版だともいえ
ょう。その結果農業対非農業間の諸較差は解消されるよりもむしろ拡大されている。この
章で評者の個人的注意をひいたのは次の一節である。 「戦後の農地改革は，今日の農民の
社会的意識を高め，社会的な労働評価の農村入の浸透を大きく促進し，労働市場の農村へ
の拡大にともない，単位時間当り労働はそれぞれ賃金水準に規定された報酬を受けてしか
るべきだという考え方が農村にも浸透した。したがって農民は所得の均衡を要求するであ
ろうし，食糧農産物の市場価格が費用価格水準に形成されることを要求するであろう。」
(181頁）評者は以前から次のようにかんがえていた。小農民の労働は，価値形成労働と
しては標準以下の，より低次な社会的労働である。農民労働10時間は価値生産過程におい
て，社会的労働8時間にしか値いしない。小塁生産物は，価値実現の流通過程において，
剰余価値の一部を社会に無償で提供するという形で失なうにしても， 「剰余労働時間」の
他の一部分は，農民労働の低次性という特殊事情により，そもそも生産段階において不毛
化し，不結実だったのである。小農生産物の市場価格が，最劣等地における費用価格の水
準に一一或いはときに賃金の一部を割除する水準に一一封i定されることを説明するには，
．このことを前提せざるを得ないとかんがえたのである。しかるに今や農民労働は名実とも
に社会化されつつある。いいかえれば次第により高次化して，平均水準に接近しつつある
ことを上記の引用文が教えているe これは今後のわが農産物価格の問題をかんがえるうえ
で，有力な手がかりの一つになるであろう。
農基法農政が，結局小農制の基本構造を改変しえず，せいぜいその新たなる扮装をまと
った再編成に終らざるをえないとすれば，日本経済と小農制との矛盾は，食糧自給率の低
下傾向となってあらわれる。だがそれは，一部に解されているように，単に食料需要の増
大にたいして，農業生産力，供給力が十分に対応しえないという問題だけではない。小農
制に固有の問題である。また国際的にみて割高のコストと価格をもつ国内食料を，どの程
度まで，あえて日本農業にあおぎ，自給増産すべきであるかという経済ベースの問題であ
る。同時に食料自給を今日の国民経済のなかで，いかに評価するかの政策問題である。こ
れこそは「日本農政の新課題」であり，今後に解決を期待される問題である。
全巻をつうじて，説明記述がいくぶん重複しているという微瑕はあるにしても，問題の
設定と限定の仕方は妥当であり，論理の追求，展開は概ね正確である。著者東井教授の永
年にわたるたゆまぬ研鑽，努力の当然の成果であって，わが農業問題解明の前進に寄与す
る点がすくなくない。著者がここに築いた理論的足場を跳躍台にして，今後さらに一段の
精進を重ね，大成を期せられることを望むのは，ー友人としての評者だけの私情と願望で
はないと信ずる。
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